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研究要旨 

 

２１世紀を目前にしたわが国の｢少子化｣問題は、社会、経済、労働、人口、家庭、教

育などあらゆる分野にわたって最重要課題となっている。とりわけ、家族・家庭の急激

な変化は、個々の生き方をも問い直しており、「少子化」時代に大きな影響を及ぼして

いる。 

 現在、家族・家庭がどのような実態にあり、構成する個々人がどのような家族・家庭

観をもっているかの調査研究は、きわめて重要な課題であるが、「少子化」の観点から

の研究は十分とはいえないと思われる。 

 また、家族・家庭環境の変化が、結婚、子育てなど家庭での男女の役割分担のみなら

ず、社会制度、労働条件、福利厚生制度、教育制度などにどのような影響を及ぼしてい

くかは「少子化」問題への貴重な資料となることだろう。 

このような観点から、勤労者の家庭生活の実態、家族観などについての意識調査を中

心に、｢少子化｣問題へのアプローチを試みた。 アンケート調査は、京浜地区の男女３

０代を中心としたさまざまな業態・規模から選定した勤労者を対象に、家庭生活の実態、

家族観、子ども観などについて 1200名（男女約半数ずつ）の意識調査を実施した。回

収率は 91.1％（1094/1200）であった。 

今回の調査結果から次のようなことがわかった｡仕事と家庭の両立を見る上で、会社

中心、あるいは家庭中心の生き方を探るために、就業時刻または、就業時刻から１時間

未満で退社する日はどのくらいありますかという問いがあった｡これに対しては、ほと

んどないと答えた人と、ほぼ毎日と答えた人が両極に分布し、いずれも３割以上を占め

て、拮抗している。就業時刻後、すぐ退社しない理由として、自分が行うべき仕事の量

が多いと答えた人が８割に上る｡また、終業時間後に会議やミーティングなどが開かれ

ると答えた人も多く、退社しづらい雰囲気があると答えた人も多い｡家に帰るまで、ま

っすぐ帰ると回答した人は７割近くおり、夕飯などの買い物を済ましてから帰る人を合

わせると８割以上になる｡ 

次に､家族の生活を経済的に支える責任は夫にあるという考えに賛成、どちらかとい

えば賛成と答えた人は８割を超え、夫の収入が多ければ、妻が無理して働く必要はない

という考えに賛成、どちらかといえば賛成と答えた人も６割を超える。しかし、家事や



育児の責任は妻にあるという考えに賛成、どちらかといえば賛成と答えた人は５割を越

す程度だが､妻が専業主婦であっても、夫は家事・育児にかかわるべきであることに賛

成、どちらかといえば賛成と答えた人は９割を越している。 

少子化の原因の一つとしてよく挙げられる未婚、晩婚については、次の結婚観につい

ての問いが興味深い｡未婚者に結婚したいと思いますかとたずねたところ､８割以上が

結婚したいと答えている。ところが、自分の結婚について今後どうしたいかという問に

対しては、ある程度年齢までには結婚したいと答えた人よりも､理想的な結婚相手がい

なければ結婚しなくてもよいと答えた人のほうが上回った｡結婚したい相手がいるけれ

ども､まだ結婚しない理由は､結婚予定の人を除くと､相手が結婚を望んでいないが多く､

以下経済条件が整わない、独身生活を楽しみたいが続いている｡ 

結婚後の家事・育児分担を見ると妻がほとんどやる､妻が７割はやる、で全体の９割

を占めている｡育児については、やはり子どもの身になって育児ができるのは母親だと

の意見が強い｡しかし、3歳までは母親の手で育てるべきだという意見は、減少する。 

政府に対する子育て支援についての要求は、経済援助が最も多い。育児と仕事の両立

のための政策として､職場復帰の保証、育児期間中の上司や同僚の理解､子どもが急病に

なったときの看護休暇などが､重要度の高いものとして示された。保育所に関しては､

保育料の軽減､保育時間の延長が多く、育児休業制度の拡充や再就職の支援などの働き

方にかかわる要望を上回っている。 

これらの調査結果から､理想的な結婚相手がいなければ結婚しなくてもいいと答えた

人が多いことは､結婚後の暮らし方、経済レベルなどについて自分の考えを優先する人

が増えていることを物語っている。 

また、子育て支援のためには保育時間の延長などの環境整備や保育料の軽減､周囲の

理解などが多く期待されていることがわかる。中でも､勤務先の職場環境の整備として､

育児休業後の職場復帰の保障、育児期間中の上司や同僚の理解、子どもが急病になった

ときの看護休暇､育児休業中の賃金補償の拡大などが勤労者にとって育児と仕事の両立

を考える上で切実な要求といえるだろう。 

 



Ａ．研究目的= 

 21 世紀を目前にひかえ､急速に進む

少子化現象はますます深刻な問題となっ

ている。少子化の進行は、労働力人口の

低下のみならず､現在の社会保障制度に

も関連し､将来のわが国経済社会のあり

方に大きな影響を与えることが懸念され

ている。その解決のためには､社会保障・

社会福祉の充実など総合的な対策が必要

とされているが、なかでも、勤労者にと

っては結婚・育児生活と職業生活の両立

は切実かつ重要な課題となっている。さ

らに家族構成や家庭観・結婚観の変容も

少子化問題に大きな影響を及ぼしている

と考えられる．このような観点から､雇用

労働者に対する企業の支援､また家事・育

児の現状とを明らかにするとともに、少

子化と結婚観や家庭との関連などについ

て調査研究を進め､政策的諸課題を明ら

かにすることとした。 

 

Ｂ．研究方法= 

首都圏の３０代の男女１２００名、男

女半数ずつにアンケート調査を実施した。

回収数は１０９４名。回収率は９１．１％

であった｡ 

（倫理面への配慮） 

 アンケート調査は､匿名を厳守し、個人

に意見などが外部の漏れることのないよ

う十分配慮した。 

 

C．研究結果及び考察= 

１． 属性 

【基礎属性】 

Ｆ１からＦ１１までは、この調査の基礎

属性について「あなたご自身のことにつ

いておたずねします」としてフェイス調

査を行っている。 

 

F１の性別については、トータル１，０９

４名のうち、女性が５６１名（５１．３％），

男性が５３３名（４８．７％）であった。 

 

Ｆ２の年齢については、３０～３４歳が

４９．２％，３５～３９歳が５０．８％

となっており、平均が３４．６歳となっ

ている。 

 

Ｆ３の結婚の状況については、結婚して

いる（初婚）が８２．３％，結婚してい

ないが１３．３％、再婚が２．０％，離

別・死別が２．５％となっている。その

うち、初婚者の結婚後年数については、

６～１０年目が４１．７％、それ以上が

２９．６％、４～５年目が１３．４％と

なっており、平均は８．４年であった。

再婚者の結婚後年数については、２～３

年目が３１．８％、６～１０年目が２７．

３％となっており、平均は４．２年であ

った。 

 

Ｆ４の女性に対し「あなたは専業主婦で

すか」の質問については、専業主婦が４

５．３％、いいえが５４．５％となって

いる。 

 

Ｆ５の子供の有無については、子供がい

るが８２．３％、いないが１７．０％と

なっている。子供がいるのうちについて

の人数については、２人が５２．４％、

１人が３０．９％、３人が１５．１％と

なっており、平均は１．９人となってい



る。 

子供の性別については、第１子が男性４

８．３％，女性５１．３％、第２子が男

性５２．９％，女性４６．９％、第３子

が男性５０．８％，女性が４９．２％と

なっている。 

子供の年齢については、第１子について

は５～８歳が２５．６％，０～３歳が２

４．１％、９～１２歳が２１．７％で、

平均が６．７歳となっており、第２子に

ついては、０～３歳が３９．１％，６～

８歳が２３．４％，４～５歳が１８．７％

で、平均が５．１歳となっており、第３

子については、０～３歳が５０．０％，

６～８歳が２３．１％，４～５歳が２０．

０％で、平均が３．９歳となっている。 

 

Ｆ６の「あなたと一緒にお住まいの方の

人数は、あなたご自身を含めて何人です

か」の世帯構成員数の質問に対しては、

４人が３５．１％，３人が２４．４％，

５人以上が２０．０％となっており、平

均が３．６人となっている。 

 

Ｆ７の世帯構成員について「あなたと一

緒にお住まいの方すべてお答えくださ

い」の質問については、配偶者が８３．

２％，子供が７１．４％、実母が１４．

９％，実父が１０．８％の順になってい

る。 

 

Ｆ８の自分の両親の居住地について「あ

なたとどの程度離れた場所にお住まいで

すか」の質問については、乗り物を利用

して２時間以上の距離が２６．６％，乗

り物を利用して１時間～２時間未満の距

離が１３．６％，同居しているが１５．

６％の順になっている。 

また、配偶者の両親の居住地については、

乗り物を利用して２時間以上の距離が２

６．１％、乗り物を利用して１時間～２

時間未満の距離が１３．１％、乗り物を

利用して３０分未満の距離が１２．９％

の順となっている。 

 

Ｆ９の住居形態についての質問について

は、貸家・賃貸マンション・賃貸アパー

トが３３．４％、持ち家一戸建て（自分

の代で取得・建て替え）が２５．０％、

持ち家マンション（自分の代で取得）１

７．２％となっている。 

 

Ｆ１０の最終学歴についての質問では、

大学・大学院が３９．５％、高校が３０．

４％、専門学校・専修学校が１４．０％

となっている。 

 

Ｆ１１の「政府の一般的な政策としてど

の分野が重要だと思いますか。３つまで

答えてください」の質問については、景

気対策が５０．８％，環境政策が３６．

９％，年金政策が３５．８％，子供の教

育政策が３４．３％，介護政策が３２．

１％の順になっている。 

 

２． 仕事について 

【本人の就業状況】 

Ｑ１の「現在、収入を伴う仕事に就いて

いますか」の質問については、就いてい

るが７９．５％，就いていないが２０．

３％となっている。 

 



Ｑ２の「あなたの就業形態は」の質問に

ついては、正社員・正職員・公務員が７

４．８％，パート・アルバイト・契約社

員が１６．０％，自営業主・家族従事者

が５．７％の順である。 

 

Ｑ３の「あなたはどのような時間帯に勤

務していますか。平日の通常の出勤時間

と帰宅時間を答えてください」の質問に

ついては、平日の出勤時刻は、午前７時

台が３８．３％，午前８時台が２９．８％、

午前６時台が９．７％，午前９時台が７．

５％，勤務時間不定が１０．７％となっ

ている。 

平日の帰宅時刻は、午後６時台が１６．

８％，午後７時台が１５．１％、午後 8

時台が１４．５％，午後 9 時台が１１．

６％、勤務時間不定が 10．7％の順にな

っている。 

 

Ｑ４の「職場までの片道通勤時間を答え

てください」の質問については、90分未

満が３１．３％，60分未満が 31．0％、

30分未満が２６．３％となっている。 

 

Ｑ５の「あなたの通常労働時間はどのく

らいですか」の質問については、1日の労

働時間は 9時間未満が 25．4％、11時間

未満が１７．２％，10 時間未満が１５．

5％、12時間以上が 9．7％の順となって

いる。 

1 週間の労働日数は、5 日が６７．６％、

6日が１１．２％、労働時間不定が６．８％

となっている。 

 

Ｑ６の現在の職種の質問については、事

務職が２９．８％、営業・販売・サービ

ス職が２３．５％，技術・研究・専門職

が２１．４％、現業職・技能職が１７．

０％の順になっている。 

 

Q７の現在の勤務先での勤続年数の質問

については、６～１０年目が２８．５％、

１１～１５年目が２４．６％，１年目が

１３．４％，２～３年目が１２．６％の

順となっており、平均は８．３年となっ

ている。 

 

Ｑ８の勤務先の正社員・正職員の人数（他

支店・他支社を含む）の質問については、

１０００人以上が３２．２％、１０人未

満が１５．５％、３００～９９９人が１

１．３％、１００～２９９人が１１．１％、

３０～９９人が１１．０％の順になって

いる。 

 

Q９の１９９９年１月～１２月の年間収

入（税込み）の質問については、４００

～６００万円未満が３１．６％，６００

～８００万円未満が２３．６％、２００

～４００万円未満が１４．０％、８００

～１０００万円未満が６．５％となって

いる。 

 

【配偶者の就業状況】 

Ｑ１０の「配偶者は、現在収入を伴う仕

事に就いていますか」の質問については、

就いているが６６．５％，就いていない

が３０％となっている。 

 

Ｑ１１の配偶者の就業形態の質問につい

ては、正社員・正職員・公務員が７５．



１％，パート・アルバイト・契約社員が

１３．０％，自営業主・家族従事者が７．

６％，派遣社員が２．１％の順となって

いる。 

 

Ｑ１２の「配偶者はどのような時間帯に

勤務していますか」の質問については、

平日の出勤時刻については、午前７時台

が３６．３％，午前８時台が２４．７％、

午前６時台が１１．０％の順に、勤務時

間不定が１４．７％となっている。 

平日の帰宅時刻については、午後８時台

が１４．４％，午後７時台が１３．７％、

午後９時台が１３．４％、午後５時より

前が１１．１％、午後６時台が１０．７％

の順に、勤務時間不定が１４．７％とな

っている。 

 

Q１３の配偶者の通常労働時間の質問で

は、１日の労働時間について、９時間未

満が２０．２％、１１時間未満が１８．

４％、１０時間未満が１４．７％、１２

時間以上が１２．６％の順に、労働時間

不定が１０．８％となっている。 

また、１週間の労働日数については、５

日が５７．７％、６日が１８．６％、４

日が３．２％、労働時間不定が１０．８％

となっている。 

 

Q１４の配偶者の現在の職種については、

営業・販売・サービス職が２９．２％、

事務職が２１．６％、現業職・技能職が

２０．７％、技術・研究・専門職が１７．

０％となっている。 

 

Ｑ１５の配偶者の１９９９年１月～１２

月の年間収入(税込み)については、４００

～６００万円未満が３０．５％、６００

～８００万円未満が２３．７％、２００

～４００万円未満が１０．２％、８００

～１０００万円未満が９．２％となって

いる。 

 

３．仕事と家庭の両立について 

 Q１６では､「就業時刻から 1時間未満

で退社する日はどれくらいありますか」

と聞いている。「ほとんどない」が、３０．

３％。この反対に､「ほぼ毎日」と答えた

人は､３４．４％となっている。「ほとん

どない」に「週一日程度」を加えると､３

９．５％。「ほぼ毎日」に「週 4日程度」

を加えると、３８．１％でその割合はほ

ぼ拮抗する。中間はあわせて２０％ほど

だから､両極に分岐している傾向である。

さらに､「就業後すぐに退社しない（でき

ない）理由」を二つまで選択すると、1

位では「自分が行うべき仕事の量が多い」

と答えた人が､７９．６％と断然多い。と

ころが､2位では「終業時間後会議やミー

ティング、勉強会などが開かれる」が 

２３．４％、「定時では退社しづらい雰囲

気が職場にあるから」と答えた人が１４．

６％、「仕事や職場生活にやりがいや充

実を感じるから」が１０．８％と続く。 

３０代という職場の中核である年代では､

アフター５は会社にしばられている部分

が多いといえよう。 

 

 Q１７では、「勤務先を出たあと家に帰

るまでの時間をどのようにすごしている

か」を聞いている｡頻度順に 3位までたず

ねている。1位では「まっすぐに帰宅する」



が６８．０％。次に多い「夕飯の買い物

などを済ましてから」を加えると、8割を

超えている。寄り道をせず､まっすぐ帰る

人が圧倒的に多い｡2 位では、「上司や同

僚､部下などとのつきあいの後、帰宅す

る」と「友人､知人とのつきあいの後､帰

宅する」を合わせると３１．８％。「夕飯

の買い物などを済ましてから」と「買い

物や一人でふらふらして自由な時間を過

ごした後帰宅する」を合わせると、３１．

８％となり、Q１６での退社時刻の両極分

布と相応する｡ 

  

Q１８では、「育児の都合や家族の病気

など家庭の都合によって自分の仕事がこ

なせないとき、どうすることが多いか」

たずねている。（２つまで回答）「遅刻・

早退・有給を利用する」が５８．１％、「職

場で変わりの人に頼む」が４６．７％と

この二つが断然多い｡自由記入回答によ

ると､女性が再就職時に面接で決まって

聞かれるのは、「お子さんが病気になっ

たらどうしますか」という質問｡また､行

政に「急病時預かってくれる保育園を」

との声も出ている｡また、「企業の意識改

革」を求める声も多い。 

 

 Q１９は女性のみに､「もし夫の収入が

高かったり､その他に収入があった場合、

あなたは現在の仕事を続けたいですか」

という質問。「現在の仕事を続けたい」と

答えた人が、４７．６％と多く、「仕事は

やめたい」と答えたのは１６％にすぎな

い。これは、アンケート対象者が 30代に

限定したことや、雇用不安、不況の長期

化などと関連している可能性もある。 

 

 Q２０は「子育て期にあなたはどのよう

な働き方をしたいか」をたずねている。

「どちらかといえば仕事を優先させて働

く」（３４．２％）と「どちらかといえば

育児を優先させて働く」（３８．３％）と

ほぼ拮抗しているように見えるが、これ

にそれぞれ、前者に「育児に使える時間

がなくなっても、仕事に専念する」（２．

７％）を加えても３７．９％であるのに

対し、後者に「働かずに育児に専念する」

（１６．７％）を加えると、５５％とな

る。仮に、前者の二つを仕事派、後者の

二つを育児派を名づけると、育児派が優

勢であるとともに、職場と育児の両立が

困難な環境がうかがえる。 

 

 Q２１は、同じ質問を配偶者に向けて行

ったものである。これをQ２０のように、

仮に区分けすると、仕事派は３３％、育

児派は５９．１％となり、育児派は仕事

派の約 2 倍となり、この世代での育児の

優位性はいっそうはっきりする。 

 

３． 結婚と夫婦に対する考え方 

 Ｑ２２は、「夫婦間の責任や規範につい

て」①～⑤までの５つの意見を提示し、

「賛成」、「どちらかといえば賛成」、「ど

ちらかといえば反対」、「反対」の 4 つの

選択肢で答えてもらった。この選択肢に

より、前二者は広い意味での賛成、後二

者は広い意味での反対とみなすことがで

きよう。 

① 「夫婦の生活を経済的に支える責任

は夫にある」 

「どちらかといえば賛成」は４５．２％、



「賛成」は４０．７％。圧倒的に賛成が

多い。「どちらかといえば反対」と「反対」

をあわせても、１３．５％にとどまる。

戦後、飛躍的に女性の就業率が高まった

とはいえ、就業率に伴う就業条件がまだ

まだ整備されていない現状を浮かび上が

らせると同時に、妻の就業が困難である

状況を反映している。自由回答のなかに

は、次のような意見が多く出されている。 

「職場復帰が困難なことが多く、以前

より、パートや就航など、待遇が悪く

なってやめざるを得ない人も多い。」 

② 「家事や育児の責任は妻にある」 

「どちらかといえば賛成」が４７％、

「賛成」（７．２％）を加えて、５４．２％

とようやく過半数を超える程度。「どち

らかといえば反対」（３０．３％）と「反

対」（１４．９％）を加えて、４５．２％

である。今後この数字は、「反対」が増え

ていくのであろうか。 

③ 「夫の収入が多ければ、妻が無理し

て働く必要はない」 

 「どちらかといえば賛成」が３４．７％、

「賛成」が３０．４％、合わせて６５．

１％が賛成派である。「どちらかといえ

ば反対」、「反対」を合わせて、３４．２％

であり、賛成が反対を倍近く上回る。 

④ 「なんと行っても女の幸せは結婚に

ある」 

 古くからある質問であるが、「どちら

かといえば反対」が３５．９％、「どちら

かといえば賛成」が３２．７％。「反対」

が２５％、「賛成」が５．３％、と反対が

はっきりと賛成を上回っている。結婚へ

の理想が（幻想も）うすれてきているこ

とは、つぎのＱ２３でより顕著になる。 

⑤ 「妻が専業主婦であっても、夫は家

事・育児にかかわるべきである」 

 「賛成」が４７．９％。続いて「どち

らかといえば賛成」が４４．６％で、賛

成が大多数を占める。家事育児は夫婦で

分担すべきものという意識と現実が浸透

してきたことの証明であろう。また、た

とえ専業主婦であっても「核家族化の進

んだ社会では、（育児は）本当に母親に多

大なストレスを与えます。子どもは地域

社会で育てるもの。母親がもっと自由に

過ごせる時間をつくるため、一時保育や

託児所サービスを充実させてほしいで

す。」という意見に見られるように、妻の

自由時間という、女性の生き方にかかわ

る意識があらわれている。 

 

Q２３は独身の人に結婚観についてた

ずねている。「あなたは結婚したいと思

いますか」という質問に対し、 

①結婚したい相手がいる 

②結婚したいと思うが相手がいない 

③ 結婚したいとは思わない 

以上 3 つの選択肢を用意し、①②につ

いては、それぞれ付問につづいている。   

まず、①の問に対して、当てはまる人は、

３１％。②については、４９．７％。③

については１４．５％であった。 

さらに、①の「結婚したい相手がいる」

と答えた人の中で、「まだ結婚しない理

由」をたずねたところ、結婚を予定して

いるもの（３７．８％）を除くと、多か

った順に、「相手が結婚を望んでいない」

（１３．３％）、「経済条件が整わない」

（６．７％）、「独身生活を楽しみたい」

（６．７％）、「親の面倒を見なくてはな



らない」（６．７％）、「仕事を優先した

い」（４．４％）、「親が反対している」

（２．２％）と続く。 

次に、②の「結婚したいと思うが相手

がいない」と答えた人に対し、「結婚につ

いて今後どうしたいか」と、二つの選択

肢を示したところ、「理想的な結婚相手

が現れなければ結婚しなくてもよい」

（４５．８％）が、わずかであるが「あ

る程度の年齢までは結婚したい」（４３．

１％）を上回った。家庭生活の基本的な

一つの単位を構成する夫婦、あるいは結

婚に対する考え方が出ている項目である。 

30 代独身者の約半数が、「結婚したい

が相手がいない」と答えている。また結

婚したい相手がいると答えた 3 割ほどの

人の中でも、結婚予定者は３７．８％に

すぎず、相手が結婚を望んでいなかった

り、経済条件で今より生活程度を落とし

たくないと考えたり、現在の自由な生活

を楽しみたいといったような理由で、結

婚にはとりたてて積極的なアプローチを

見せていないように見うけられる。その

傾向がさらにはっきりするのは、結婚し

たいと思うが相手がいないと答えた人の

中では、理想的な相手がいなければ、結

婚しなくてもかまわないと答えている人

がある程度の年齢までには結婚したいと

答えた人を上回っていることだ。結婚願

望は高いからといって、結婚のために現

在の生活や自由のレベルを落としたくな

いということができよう。このことは、

次の子育てや子育て支援への課題を見る

と、３０代の男女にとって、子どもを産

み育てにくい環境やその要因、ひいては

少子化の原因とその課題がよりはっきり

してくる。 

 

５．子どもと育児に関する考え方 

Q２４では、「自分の子どもは何人」に

したいかをたずねている。「子どもは要

らない」と答えたのは、５．４％にすぎ

ない。ここで、F５でたずねた｢あなたに

はお子さんがいらっしゃいますか｣の設

問を思い出してみよう。「子どもがいな

い」と答えた人は１７％であった。「子ど

もが要らない」と答えた人は、５％程度

であったから、「子どもが要らない」と答

えた人の 3 倍の人に、子どもがいないと

いうことになる｡ 

自由回答から、子どもがいない人の特

徴的な意見を挙げてみる｡ 

「保育施設を増やして、順番待ちをせ

ず子どもを預けられるように｡安心して

預けられるように保母さんの教育をしっ

かり｡」「現状では怖くて（環境・税金・

高齢者問題など）子どもを生めない」「女

性は働かずに育児をすべし、という固定

概念を崩さぬ限り、少子化はとめられな

いと思う」「母親が子どもを預けてちょ

っと息抜きしたり、美容院に行ったり、

お買い物に行ったりできたら、子育ても

楽になると思う｡」（いずれも女性）等の

声としてあらわれている。 

次に「2人にしたい」と答えた人は、 

５６．４％。「３人」は２５％。「４人

以上」は２．４％となっている。これを

上述と同様に F５での子どもの人数を見

ると（子ども 0 は含まれていないが）ほ

ぼ、子どもの数については、0人を除けば

希望と現実はほぼ一致している｡ 

 



Q２５は現在、子どものいる人にたずね

ている。「本人と配偶者以外で、子どもが

1 歳になるまで主に世話をした人は誰で

すか」この質問に対して、「特にいない」

と答えた人が４５．５％にのぼり、半数

近くが主たる援助なしで夫婦二人で育て

ていることがわかる。それ以外では、ま

ず、配偶者の親が２３．９％で一番多く、

その他の家族が９．７％と続く。以上で 8

割近くを占め、保育所は６．９％と低位

にとどまっている。行政区によって 0 歳

児保育をしている保育所とそうでない保

育所のばらつきがある。自由回答でも０

歳児保育についてはかなりの多くの意見

が寄せられている。「特に0歳児の園の定

員は少なく即刻充実してほしい」「保育

園の入園については、0～1歳児はとても

入りにくい状況があります。入園させる

ために復職を早め、4月に合わせるといっ

たことをしなければ入園できません。」

「0歳児の保育園が空きがなく、先のこと

まで考えると多く子どもは産めない。」

「結婚してずっと仕事を続けていますが、

出産に踏み切れないのは、やはり行政の

バックアップに不安があるからなのです｡

本気で少子化を食いとめたいのであれば、

企業に強制的に職場環境の整備を義務付

けるとか、もっとわかりやすい手段をと

ってほしいと思います｡」 

 

Q２６では子どもがいない人も含め、全

員にたずねている。「最初の子ども（いな

い人は予定で）は何歳から、幼稚園・保

育園に通いましたか」とたずねている。1

位は「４歳から」で３６．１％、2位は「３

歳から」で３２．４％、３位が「1歳～３

歳未満」で１３．９％、次になってよう

やく「0歳から」８．５％が登場する。す

なわち、全体の 1 割にも満たないのであ

る。この背景も、Q２５での意見が参考と

なろう。次の意見は端的に入園の難しさ

を表明している。「就労していなければ

保育園に入園できなし、入園していない

と就労できないという悪循環で、いつま

でたっても保育園に入れないで困ってい

る。」 

Q２７～Q３０は、現在結婚している人

にたずねている。 

Q２７は家事・育児の分担について、大

きく 3つのグループ、より詳しく 5 つわ

けて選択肢を設定している。１は「ほと

んど夫」、２は「夫７、妻 3」の割合。３

は「ほぼ半分」で分担。４は「妻７、夫

３」の割合。５は「妻がほとんど」して

いる。回答は、設問の逆順にに多い。す

なわち、「妻がほとんど」が５８．８％、

「妻７、夫３」が３１．９％。この二つ

で大多数 9 割を超えている。ちなみに、

「ほぼ半分」で分担は５．２％。１およ

び２は加えても 1％に満たない。Q２２で

たずねた「家事や育児の責任は妻にある」

という意見に対し反対（どちらかといえ

ば反対を含む）が半数近くあったことを

想起すると、現実には、圧倒的に妻の負

担となっており、夫は「気持ちは半分あ

るのだが･･･」という結果になっている。 

 

Q２８では、「出産・育児への不安」に

ついてたずねている。1位においたのは、

「養育や教育にお金がかかること」が圧

倒的に多く、４９．８％とほぼ半数があ

げている。これに「家事や育児の負担が



増えること」（２２．８％）が続いている。

「住居が狭い」（９．３％）、自分の仕事

に支障が出る（４．７％）はわずかとい

ってよい。2位にあげたものでは、やはり

「養育や教育にお金がかかること」（２

２％）がトップだが、以下との差は小さ

く、「住居が狭い」（２１．３％）、「家事

や育児の負担が増えること」（１７．

７％）と続いている。自由回答でもこの

意見は当然多い。「少子化の今、子どもを

産む産まないは個人の自由ですが、子ど

もは社会の宝です。社会を支えていく子

どもを持つ親が、税制面で優遇されるの

は当然ではないでしょうか。」「児童手当、

乳幼児医療費女性など収入による制限が

厳しすぎる。3歳児未満すべてに適用され

てのいいと思う。」「パートだと認可保育

園に入れず、高い保育料の無認可保育園

に入れなければならず、給料はほとんど

保育でなくなり、時には赤字になるのは

おかしい。」 

 

Q２９出産・育児についての典型的な意

見８つに対し考えの近いものをたずねて

いる。１は「そう思う」、２は「どちらか

といえばそう思う」、３は「どちらかとい

えばそう思わない」、４は「そう思わない」

であるが、大きく賛成・反対の傾向がわ

かる。 

① やはり子どもの身になって育児が

できるの母親である。 

「どちらかといえばそう思う」が 

４９．９％、「そう思う」が２２．９％。

あわせて 7割以上となる｡「どちらかと

いえばそう思わない」と「そう思わな

い」を加えても、２４．３％である。 

② 子どもを産めば、女性も自然に母

性愛に目覚めるものだ。 

 「どちらかといえばそう思う」が 

４５．９％、「そう思う」が２８％。あ

わせるとやはり7割以上となる。「どちら

かといえばそう思わない」と「そう思わ

ない」を加えて、２３．２％である。 

③ 少なくとも子どもが 3 歳になるま

では母親の手で育てるべきだ。 

「そう思う」が３８．１％、「どちら

かといえばそう思う」が３５％。加え

ると７割を越す｡「どちらかといえばそ

う思わない」と「そう思わない」を加

えると、２４．１％である。 

④ 女性は子どもを産んでこそ 1 人前

である。 

 「そう思わない」が４１．５％、「ど

ちらかといえばそう思わない」が２９．

４％で、加えると７割以上がそう思っ

てはいない。「どちらかといえばそう

思う」と「そう思う」をたしても、４

分の１程度である｡ 

⑤ 女性が出産を選択しない権利も認

められるべきだ。 

 「そう思う」が３６．９％、「どちら

かといえばそう思う」が３６．８％。

くわえると、やはり 7割を越す｡これは

④の問いに対する答えと照応してい

る｡ 

⑥ 出産は女性の権利であり、女性の

みに許された特権である。 

 「どちらかといえばそう思う」が 

３５．２％、「そう思う」が２９．６％。

「そう思う」がやや少ないが、加える

と 7 割には届かないものの 3 分の２が

賛成している｡「どちらかといえばそう



思わない」が２１．９％、「そう思わな

い」が９．９％で 3 割以上が反対であ

る。「特権」という問に違和感を覚えた

のだろうか｡ 

⑦ 女性の妊娠・出産は女性の仕事や

自由の確保の妨げになる。 

 この問はなかでも意見が分かれたと

ころである｡「どちらかといえばそう思

う」は４１．１％と多いが､「そう思う」

は１４％にとどまり、あわせて半数を

超える程度である｡「どちらかといえば

そう思わない」は２８．２％、「そう思

わない」は１３．４％であわせて 4 割

を越す｡理念と現実とのゆれを見て取

ることができるのではないだろうか｡ 

⑧ 男性も妻の出産に立ち会うべきだ。 

 最後の問いは意見がほぼ拮抗してい

る｡「どちらかといえばそう思う」（ 

３１．４％）に「そう思う」（１６．３％）

を加えると、４８％に上り､ほぼ半数と

いえる｡一方､「どちらかといえばそう

思わない」と「そう思わない」を加え

ると４９％となる。新しい世代の出産

に対する考え方の変化に注目したい。 

 

Q３０では子どもへの期待を、Q２９

と同様の手法でたずねている。子ども

がいない場合は、想定して答えてもら

っている。 

① 子どもには将来豊かな生活をして

ほしい｡ 

「そう思う」が５３．８％、「どちらか

といえばそう思う」が４１％である。圧

倒的多数が豊かな生活を願っているのは

当然といえよう｡ 

② 子どもは親のものというよりも、社

会全体のものである｡ 

「どちらかといえばそう思う」が３９．

９％、「そう思う」が１５．６％。半数以

上が賛意を示している。それに対し､「ど

ちらかといえばそう思わない」と「そう

思わない」を加えると４１．１％あり、

意見が分かれているところである。 

③ 子どもの人生と親の人生は別であ

る｡ 

「そう思う」と「どちらかといえばそ

う思う」で 9 割以上が子どもの人生を認

めているといえる。 

④ 自分の代で得た財産は、子どもには

残さずに使い切りたい｡ 

しかしこと金､財産となると事柄は違

ってくるようだ。子どもの人生は認めな

がらも､①の豊かな生活を願っているこ

とから考えれば､子どもに財産を残して

あげたいと思うのは親子の情であろうか。 

「どちらかといえばそう思わない」が

５２．２％、「そう思わない」が２０．３％。

あわせて 7 割を超える。意見に賛成なの

は､4分の 1ぐらいか。 

⑤ 子どもには教育を含めてできるだ

け経済援助をしたい｡ 

これもほぼ同様の結果となった。「ど

ちらかといえばそう思う」が５４．８％、

「そう思う」が２９．５％で 85％に達す

る。④の質問を上回る賛成が出たのはう

なずける。 

⑥ 自分の老後は子どもには迷惑かけ

ないつもりだ｡ 

「どちらかといえばそう思う」が 

５４．９％、「そう思う」が３３．９％。

圧倒的に子どもには借金など経済的負担

ばかりでなくその他の迷惑もかけたくな



いと願っているのは当然か。 

⑦ 老後は子どもと同居しなくても、近

くには住みたい。 

「どちらかといえばそう思う」が４７．

２％、「そう思う」が３２．２％。加え

れば､ほぼ⑥と同様の結果となる。子ど

もには迷惑をかけたくないとはいえ､

孫の顔を見たいという気持ちもある。

また緊急時には近くに子どもがいれば

無理を言いやすい､などの気持ちが推

察される。 

⑧ 自分の墓には、子どもや孫がお参り

してほしい｡ 

「そう思う」が３７．７％、「どち

らかといえばそう思う」が３６．

６％。あわせると前 2つと同じ結果

だが､「どちらかといえばそう思う」

より「そう思う」が上回っている点 

に特徴がある。やはり帰るところは､家族

のもとなのだろうか。こうしてみると､少

子化という社会的現象と､家族の絆とい

う社会的規範が相互に関係しあっている

ことが推しはかれる。これからどのよう

な関係を取り結んでいくのか興味深い。 

 

６．子育て支援について 

 Q３１では政府の少子化対策の必要性を

たずねている。 

 「ある程度必要である」と答えた人（ 

４５．５％）と「必要である」（４０．４％）

を加えると、８５％以上の人が政府

の政策を求めている。 

 

Q３２では、子育て政策に対し、4つの

選 

択肢から選んでもらった。次のような優 

先順位が明らかになった。 

群を抜いて多いのは､「育児への経済的 

援助」（４７．２％）である。次は「保育

所､地域での子育て支援などサービスの

充実」（２８．６％）であり、「育児休業

制度の拡充や再就職支援など働き方の改

善」（２０．３％）が続く。 

 

Q３３では、育児と仕事の両立のために､

勤務先の職場環境の整備として何が重要

だと思いますかとたずねている。重要と

思う順に３つまで記入してもらった。 

選択肢は１４と多い。これはより実現可

能な政策を想定しておこなったためであ

る。参考までにその選択肢を列挙すると、 

① 育児休業中の貸し金補償の拡大。 

② 育児休業後の職場復帰の保証。 

③ 育児休業期間の延長。 

④ パートタイム労働の賃金や雇用保

障の充実。 

⑤ 育児のための短時間勤務制度。 

⑥ 残業時間を含めた労働時間の短縮。 

⑦ フレックスタイム制の摘要。 

⑧ 在宅勤務の充実。 

⑨ 職場保育の充実。 

⑩ 子どもが急病になったときの看護

休暇。 

⑪ 子育て後の再雇用制度や再就職支

援制度。 

⑫ 職種によるコース別の雇用管理。 

⑬ 育児期間中の上司や同僚の理解。 

⑭ その他（記述） 

選択はかなり多岐に分かれたが､重 

要度 1 位にランクされた項目の中でトッ

プは、②の「育児休業後の職場復帰」（１

８．６％）、つづいて、⑬「育児期間中の



上司や同僚の理解」（１５．８％）、⑩「子

どもが急病になったときの看護休暇」

（１０．３％）と続いている。）2位にあ

げた中での上位 3項目は､「子どもが急病

になったときの看護休暇」、「育児のため

の短時間勤務制度」、「育児休業後の職場

復帰」となっている。また､3位にあげた

中での上位 3項目を見ると､「育児期間中

の上司や同僚の理解」、「子どもが急病に

なったときの看護休暇」、「育児のための

短時間勤務制度」があげられる。改めて

これらの結果からから切実な職場環境の

整備として、あげられるものは、「育児休

業後の職場復帰」、「育児期間中の上司や

同僚の理解」、「子どもが急病になったと

きの看護休暇」「育児のための短時間勤

務制度」があげられる。 

 

Q３４では､育児と仕事の両立のために

保育所サービスの充実として重要と

思われるものを 1 位から 3 位まで記

入している。選択肢は､Q３３と同様

の趣旨で､１１項目用意した。 

① 保育所の時間延長。 

② 保育料の低減化。 

③ 休日保育の充実。 

④ 夜間保育の充実。 

⑤ 0歳児保育の拡充。 

⑥ 駅前保育の充実。 

⑦ 訪問保育の充実。 

⑧ 学童保育の充実。 

⑨ 保育に関する相談機関の充実。 

⑩ 地域ボランティアの充実。 

⑪ その他（記述） 

選択は①と②に集中した。重要度 1 位に

ランクされた項目の中では、「保育料の

低減化」（３７．８％）、「保育時間の延

長」（３６．７％）がずば抜けて他を引き

離している。第 2 位においてもこの傾向

は変わらない。第 3位には、ほぼ均等に､

「学童保育」、「駅前保育」、「保育料の低

減化」、「時間延長」、「夜間保育」などが

連ねている。 

 

 最後に、自由回答の中から、３０代

で子どもをもつ、男女一人づつの意見を

載せて締めくくりに代えよう。 

男性は、３１歳正社員。「子育ては確か

に仕事に対する時間を少なくするし、金

銭的にも大きな負担となる。独身時代や

子どものいないときに比較すると、自分

にとっての自由度はかなりきつくなって

しまう。そのため、子育てを躊躇してし

まいがちである。それをできるだけ軽減

するためには、国を挙げて子育てをして

いる家族を、幸せな家庭と考えられるよ

うなイメージを社会に浸透させることが

必要と思われる。特に第 2 子以降を育て

ている家庭には、相当な負担がかかるの

で、子どもの医療制度の無料化など、経

済的的な支援が一番必要と思う。」 

女性は３０歳パート社員。「現在子ど

もを保育園に通わせているが、その中で

も自治体からの福祉面への対応がどんど

ん厳しくなっているのを感じる。仕事を

している女性には経済的な理由だけでな

く、自分がしたいから仕事をしている人

がたくさんいる。これだけ女性が仕事を

持つことが普通の世の中なのに、仕事の

ことを考えると子どもをほしいと思って

も産むことを考えてしまう人がたくさん

いると思う（私もその一人です）。育児休



暇のことなど企業にばかり押し付けてい

ないで、０歳児保育の充実や、保育園を

増やすなど、もっと母親が安心して仕事

のできる環境を考えてほしい。そうすれ

ば子ども一人を産むことにこんなに悩ま

なくて済むと思う。」 

 

Ｅ．結論= 

第１次から第３次にわたって、調査対

象は、大都市、しかも 30代を中心に意識

調査を行ってきた｡この世代の勤労者に

とって、仕事と家庭・育児の両立は、身

近な性別役割分担意識を変革し、両性の

共同的責任の意識を高め、ひいては自立

した社会単位を作り上げていく上で重要

であろう｡また、未婚者にとって異性との

出会いの機会は以前よりずっと増えてい

ると思われるが、理想の相手に出会うこ

とは、なかなか難しく、出会えなければ

結婚しなくてもよいと考える人が、結婚

したいという人を上回っている。このこ

とは、雇用情勢の悪化や長期的な不況を

背景として、今後の動向が注目される。 

企業にあっては、雇用の安定と子育て

支援を経営戦略の中の柱として据えるこ

とが引き続き課題となっている。公的支

援については、育児休業中の賃金補償の

拡大や子どもが急病になったときの看護

休暇などが特に期待されているといえよ

う｡少子化「問題」へ施策にとって必要な

のは、政策の総合的つながりと家庭、企

業、公的支援とのそれぞれの相互の関係

の変革にあるといえよう｡ 

    




























































